
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

児童養護施設等物価高騰緊急対策事業

①物価高騰に直面する児童養護施設等の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、支援金を支給する。

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③約100施設、約5,000人　最大で約10,900円/人（３カ月分）

④児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 40,338

物価高騰に直面する都内の児童養護施設等

（約100施設）を支援することにより、事

業者の安定的な運営やサービスの質の確保

にも資する。（申請に対する給付率

100％）

事業者等に事業内容を周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

児童養護施設等 福祉局

保育所等物価高騰緊急対策事業

①物価高騰に直面する保育所等の負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨

時交付金を活用し、支援金を支給する。

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③約5,400施設、276,844人　最大で約2,600円/人（３カ月分）

④認可保育所、認定こども園、認証保育所、小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 709,227

62区市町村における取組を促進することに

より、物価高騰に直面する保育事業者の安

定的な運営や保育サービスの質の確保にも

資する。（申請に対する給付率100％）

区市町村担当者に事業内容を

周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

保育所・幼稚園・認定こども園等 福祉局

特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する特別養護老人ホーム等

の負担を軽減

②令和7年10月から令和7年12月までの光熱費高騰分、食材料費等高騰分

③特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等（約1,000施設、約50,000人）

を対象に、低所得者について、最大で約11,700円/人

負担金補助及交付金：491,503千円、事務委託料1,073千円

④特別養護老人ホーム、介護老人保健施設　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 492,576

光熱費・食材料費等高騰分について特別養

護老人ホーム、介護老人保健施設等（約

1,000施設）に支援を行うことで、物価高

騰に直面する特別養護老人ホーム等の負担

軽減に寄与する。（申請に対する給付率

100％）

HP等で周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

介護サービス事業所・施設等 福祉局

介護サービス事業所燃料費高騰緊急対策事業

①支援金を支給することにより、燃料費高騰に直面する介護サービス事業所

の負担を軽減

②送迎又は訪問に使用する自動車について、令和7年10月から令和7年12月ま

での燃料費高騰分

③通所系（約1,600施設、約8,000台）は最大で5,100円/台、訪問系（約

8,300施設、約41,500台）は最大で2,700円/台

負担金補助及交付金：64,097千円、事務委託料10,727千円

④通所系介護サービス事業所、訪問系介護サービス事業所

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 74,824

送迎又は訪問に使用する自動車について通

所系（約1,600施設）、訪問系（約8,300

施設）に支援を行うことで、燃料費高騰に

直面する通所系介護サービス事業所、訪問

系介護サービス事業所の負担軽減に寄与す

る。（申請に対する給付率100％）

HP等で周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

介護サービス事業所・施設等 福祉局

障害者支援施設等物価高騰緊急対策事業

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する障害者支援施設等の負

担を軽減

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③対象事業者（約1,200施設、約23,000人分）における食材料費等・光熱費

高騰分（最大で約11,000円/人）

負担金補助及交付金：209,497千円、事務委託料：2,016千円

④障害者支援施設、障害児入所施設、共同生活援助（グループホーム）

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 211,513

物価高騰に直面する都内の障害者支援施設

等（約1,200施設）を支援することによ

り、対象事業者の負担軽減に寄与する。

（申請に対する給付率100％）

HP等で周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

障害福祉サービス事業所・施設等 福祉局

障害福祉サービス事業所物価高騰緊急対策事業

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する障害福祉サービス事業

所等の負担を軽減

②令和7年10月から令和7年12月までの燃料費・光熱費高騰分

③対象事業者（約6,000施設、約81,000人分）における燃料費・光熱費高騰

分（最大で約3,000円/人）

負担金補助及交付金241,215千円、事務委託料：2,184千円

④障害福祉サービス事業所等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 243,399

物価高騰に直面する都内の障害福祉サービ

ス事業所等（約6,000施設）を支援するこ

とにより、対象事業者の負担軽減に寄与す

る。（申請に対する給付率100％）

HP等で周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

障害福祉サービス事業所・施設等 福祉局

保護施設物価高騰緊急対策事業

①物価高騰に直面する生活保護法に基づく保護施設の負担軽減に向けた緊急

対策として、支援金を支給

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③対象施設の総定員数1,761名

　単価：食材料費等・光熱費高騰分最大で約8,700円／人（３カ月分）

　負担金補助及交付金15,326千円

④保護施設21か所

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 15,326

21か所の施設への支援により、原油価格・

物価高騰等の影響を受ける事業者の支援に

寄与する。（申請に対する給付率100％）

対象施設に事業内容を周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

対象分野に関連しない 福祉局
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

医療機関等物価高騰緊急対策事業

①直面する物価高騰に伴う影響を緩和し、安定的な医療提供体制を確保する

ため、医療機関等に対する支援策を実施

②食材料費等支援、光熱費（電気・ガス料金）支援

③食材料費等支援：132,953千円（最大で約1,400円／人）

　光熱費支援： 2,094,471千円（最大39,000円／施設、最大7,000円／床）

　事務費（委託料）：31,418千円

④食材料費等支援：病床を有する医療機関等（病院、有床診療所、有床助産

所）

　光熱費支援：医療機関等（病院、診療所、歯科診療所、助産所、施術所、

歯科技工所）

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 2,258,842

医療機関等（36,699施設、128,457床）へ

の支援により、物価高騰に伴う影響を緩和

し、医療機関等の負担軽減を図る。（申請

に対する給付率100％）

医療機関等に対し、HP等によ

り周知予定

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

医療（光熱費関係） 保健医療局

薬局物価高騰緊急対策事業

①物価高騰に直面する薬局の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支

給する。

②令和7年10月から令和7年12月までの光熱費高騰分

③薬局（7,029施設）に対し、光熱費高騰分を39,000円/施設

光熱費（電気・ガス）の支援274,131千円、事務費（委託料）17,962千円

④保険薬局

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 292,093

薬局（7,029施設）への支援により、物価

高騰に伴う影響を緩和し、負担軽減を図

る。（申請に対する給付率100％）

薬局に対し、HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

医療（光熱費関係） 保健医療局

公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業

①昨今の世界情勢に伴う原油価格高騰により、営業経費の１割以上を燃料費

が占める公衆浴場は経営に大きな影響を受けている。公衆浴場は法令により

価格統制を受けており、燃料費高騰等経費の値上がりを価格に転嫁すること

が困難であるため、緊急対策として、各公衆浴場に燃料費高騰影響分にかか

る支援金の給付を実施する。

②公衆浴場の燃料費

③ 都内公衆浴場：390軒、１浴場あたり144千円

　　事務費960千円

　　（人材派遣経費718千円、連絡通信費等242千円）

④都内の普通公衆浴場の所有者又は経営者

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 57,120

物価高騰等の影響を受ける都内公衆浴場

（390軒）に対し、燃料費高騰影響分にか

かる支援金を給付することで、営業を支援

する。

HP等で周知予定

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

生活衛生関係営業者 生活文化局

運輸事業者向け燃料費高騰緊急対策事業

①中小運送事業者、乗合バス事業者、貸切バス事業者及び中小タクシー事業

者に対する燃料費高騰分への支援により、燃料費高騰の影響を受ける事業の

維持・継続を図る

②貨物自動車及び軽貨物自動車：625.5百万円、乗合バス：78.8百万円、貸

切バス：98百万円、タクシー：235.8百万円、委託経費：66百万円

③貨物自動車：53,000台×11,500円、軽貨物自動車：4,000台×4,000円、

乗合バス：4,500台×17,500円、貸切バス：5,600台×17,500円、タク

シー：39,300台×6,000円

④都内に営業所を有する事業者の営業用自動車で、都内のナンバーであるも

のが対象

⑧地域公共交通・物流や地域観光業等に対す

る支援
R7.10 R8.4以降 1,104,050

・トラック　約５万台

・軽トラック　約４千台

・乗合バス　約５千台

・貸切バス　約６千台

・タクシー　約３万９千台

・地域経済を支える重要な社会インフラで

ある物流、都民の日常生活と関わりの深い

路線バス、貸切バスやタクシーに対し燃料

費高騰分を支援することにより、都民生活

の維持に寄与する。

HP、業界団体の広報誌等

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

運輸交通・物流・観光事業者 都市整備局

中小企業特別高圧電力・工業用ＬＰガス価格高騰緊急

対策事業

①物価高騰等に直面する特別高圧電力や工業用ＬＰガスを利用する中小企業

者の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給

②中小企業者への支援金及び事務局経費

③積算根拠

（１）都内で特別高圧電力を受電する中小企業者：250万円/所×65所＝1億

6,250万円

（２）都内の特別高圧電力を受電する施設に入居する中小企業者：5万円/所

×6,200所＝3億1,000万円

（３）都内で工業用LPガスを使用する中小企業者：5万円/所×100所＝500

万円

（４）事務局経費　154,000千円（全体管理、システム制作・運用、コール

センター運営、申請受付・審査、その他管理費等）

⑦中小企業等に対するエネルギー価格高騰対

策支援
R7.10 R8.4以降 632,000

計6,365所に対して、特別高圧電力や工業

用LPガスの価格高騰による負担の軽減を実

施。

HP等で周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

特別高圧 産業労働局
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

家庭等に対するLPガス価格高騰緊急対策事業

①物価高騰等に直面するＬＰガス利用者世帯等の負担軽減に向けた緊急対策

として販売事業者を通じて使用料金の値引き支援を実施

②支援金、事務経費

③支援金　  975,000千円（１世帯等あたり最大1,500円×65万世帯）

   事務経費　 187,425千円（ＬＰガス販売事業者への事務経費支援167,000

千円、申請受付・審査等経費20,425千円）

④交付対象者：ＬＰガスの販売事業者

   支援対象等：ＬＰガスを利用する家庭等の消費者

③消費下支え等を通じた生活者支援 R7.10 R8.4以降 1,162,425

LPガス料金の高騰に対して支援すること

で、都内でＬＰガスを利用する家庭等の消

費者の負担を軽減し、生活・経営の安定に

寄与する。

（都内でＬＰガスを利用する消費者への、

販売事業者を通じた使用料金の値引き支援

100％）

ＨＰ等

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

ＬＰガス 環境局

児童養護施設等物価高騰緊急対策事業（7年10～12

月）

①物価高騰に直面する児童養護施設等の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、支援金を支給する。

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③約100施設、約5,000人　最大で約10,900円/人（３カ月分）

④児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 40,338

物価高騰に直面する都内の児童養護施設等

（約100施設）を支援することにより、事

業者の安定的な運営やサービスの質の確保

にも資する。（申請に対する給付率

100％）

事業者等に事業内容を周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

児童養護施設等 福祉局

保育所等物価高騰緊急対策事業（7年10～12月）

①物価高騰に直面する保育所等の負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨

時交付金を活用し、支援金を支給する。

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③約5,400施設、276,844人　最大で約2,600円/人（３カ月分）

④認可保育所、認定こども園、認証保育所、小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 709,227

62区市町村における取組を促進することに

より、物価高騰に直面する保育事業者の安

定的な運営や保育サービスの質の確保にも

資する。（申請に対する給付率100％）

区市町村担当者に事業内容を

周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

保育所・幼稚園・認定こども園等 福祉局

特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業（7年10

～12月）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する特別養護老人ホーム等

の負担を軽減

②令和7年10月から令和7年12月までの光熱費高騰分、食材料費等高騰分

③特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等（約1,000施設、約50,000人）

を対象に、低所得者について、最大で約11,700円/人

負担金補助及交付金：491,503千円、事務委託料1,073千円

④特別養護老人ホーム、介護老人保健施設　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 492,576

光熱費・食材料費等高騰分について特別養

護老人ホーム、介護老人保健施設等（約

1,000施設）に支援を行うことで、物価高

騰に直面する特別養護老人ホーム等の負担

軽減に寄与する。（申請に対する給付率

100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

介護サービス事業所・施設等 福祉局

介護サービス事業所燃料費高騰緊急対策事業（7年10

～12月）

①支援金を支給することにより、燃料費高騰に直面する介護サービス事業所

の負担を軽減

②送迎又は訪問に使用する自動車について、令和7年10月から令和7年12月ま

での燃料費高騰分

③通所系（約1,600施設、約8,000台）は最大で5,100円/台、訪問系（約

8,300施設、約41,500台）は最大で2,700円/台

負担金補助及交付金：64,097千円、事務委託料10,727千円

④通所系介護サービス事業所、訪問系介護サービス事業所

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 74,824

送迎又は訪問に使用する自動車について通

所系（約1,600施設）、訪問系（約8,300

施設）に支援を行うことで、燃料費高騰に

直面する通所系介護サービス事業所、訪問

系介護サービス事業所の負担軽減に寄与す

る。（申請に対する給付率100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

介護サービス事業所・施設等 福祉局

障害者支援施設等物価高騰緊急対策事業（7年10～12

月）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する障害者支援施設等の負

担を軽減

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③対象事業者（約1,200施設、約23,000人分）における食材料費等・光熱費

高騰分（最大で約11,000円/人）

負担金補助及交付金：209,497千円、事務委託料：2,016千円

④障害者支援施設、障害児入所施設、共同生活援助（グループホーム）

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 211,513

物価高騰に直面する都内の障害者支援施設

等（約1,200施設）を支援することによ

り、対象事業者の負担軽減に寄与する。

（申請に対する給付率100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

障害福祉サービス事業所・施設等 福祉局

障害福祉サービス事業所物価高騰緊急対策事業（7年

10～12月）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する障害福祉サービス事業

所等の負担を軽減

②令和7年10月から令和7年12月までの燃料費・光熱費高騰分

③対象事業者（約6,000施設、約81,000人分）における燃料費・光熱費高騰

分（最大で約3,000円/人）

負担金補助及交付金241,215千円、事務委託料：2,184千円

④障害福祉サービス事業所等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 243,399

物価高騰に直面する都内の障害福祉サービ

ス事業所等（約6,000施設）を支援するこ

とにより、対象事業者の負担軽減に寄与す

る。（申請に対する給付率100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

障害福祉サービス事業所・施設等 福祉局
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

保護施設物価高騰緊急対策事業（7年10～12月）

①物価高騰に直面する生活保護法に基づく保護施設の負担軽減に向けた緊急

対策として、支援金を支給

②令和7年10月から令和7年12月までの食材料費等・光熱費高騰分

③対象施設の総定員数1,761名

　単価：食材料費等・光熱費高騰分最大で約8,700円／人（３カ月分）

　負担金補助及交付金15,326千円

④保護施設21か所

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 15,326

21か所の施設への支援により、原油価格・

物価高騰等の影響を受ける事業者の支援に

寄与する。（申請に対する給付率100％）

対象施設に事業内容を周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

対象分野に関連しない 福祉局

医療機関等物価高騰緊急対策事業（7年10～12月）

①直面する物価高騰に伴う影響を緩和し、安定的な医療提供体制を確保する

ため、医療機関等に対する支援策を実施

②食材料費等支援、光熱費（電気・ガス料金）支援

③食材料費等支援：132,953千円（最大で約1,400円／人）

　光熱費支援： 2,094,471千円（最大39,000円／施設、最大7,000円／床）

　事務費（委託料）：31,418千円

④食材料費等支援：病床を有する医療機関等（病院、有床診療所、有床助産

所）

　光熱費支援：医療機関等（病院、診療所、歯科診療所、助産所、施術所、

歯科技工所）

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 2,258,842

医療機関等（36,699施設、128,457床）へ

の支援により、物価高騰に伴う影響を緩和

し、医療機関等の負担軽減を図る。（申請

に対する給付率100％）

医療機関等に対し、HP等によ

り周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

医療（光熱費関係） 保健医療局

薬局物価高騰緊急対策事業

（7年10～12月）

①物価高騰に直面する薬局の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支

給する。

②令和7年10月から令和7年12月までの光熱費高騰分

③薬局（7,029施設）に対し、光熱費高騰分を39,000円/施設

光熱費（電気・ガス）の支援274,131千円、事務費（委託料）17,962千円

④保険薬局

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 292,093

薬局（7,029施設）への支援により、物価

高騰に伴う影響を緩和し、負担軽減を図

る。（申請に対する給付率100％）

薬局に対し、HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

医療（光熱費関係） 保健医療局

公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業（7年10～12

月）

①昨今の世界情勢に伴う原油価格高騰により、営業経費の１割以上を燃料費

が占める公衆浴場は経営に大きな影響を受けている。公衆浴場は法令により

価格統制を受けており、燃料費高騰等経費の値上がりを価格に転嫁すること

が困難であるため、緊急対策として、各公衆浴場に燃料費高騰影響分にかか

る支援金の給付を実施する。

②公衆浴場の燃料費

③ 都内公衆浴場：390軒、１浴場あたり144千円

　　事務費960千円

　　（人材派遣経費718千円、連絡通信費等242千円）

④都内の普通公衆浴場の所有者又は経営者

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R7.10 R8.4以降 57,120

物価高騰等の影響を受ける都内公衆浴場

（390軒）に対し、燃料費高騰影響分にか

かる支援金を給付することで、営業を支援

する。

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

生活衛生関係営業者 生活文化局

運輸事業者向け燃料費高騰緊急対策事業（7年10～12

月）

①中小運送事業者、乗合バス事業者、貸切バス事業者及び中小タクシー事業

者に対する燃料費高騰分への支援により、燃料費高騰の影響を受ける事業の

維持・継続を図る

②貨物自動車及び軽貨物自動車：625.5百万円、乗合バス：78.8百万円、貸

切バス：98百万円、タクシー：235.8百万円、委託経費：66百万円

③貨物自動車：53,000台×11,500円、軽貨物自動車：4,000台×4,000円、

乗合バス：4,500台×17,500円、貸切バス：5,600台×17,500円、タク

シー：39,300台×6,000円

④都内に営業所を有する事業者の営業用自動車で、都内のナンバーであるも

のが対象

⑩地域公共交通・物流や地域観光業等に対す

る支援
R7.10 R8.4以降 1,104,050

・トラック　約５万台

・軽トラック　約４千台

・乗合バス　約５千台

・貸切バス　約６千台

・タクシー　約３万９千台

・地域経済を支える重要な社会インフラで

ある物流、都民の日常生活と関わりの深い

路線バス、貸切バスやタクシーに対し燃料

費高騰分を支援することにより、都民生活

の維持に寄与する。

HP、業界団体の広報誌等によ

り周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

運輸交通・物流・観光事業者 都市整備局
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

中小企業特別高圧電力・工業用ＬＰガス価格高騰緊急

対策事業（7年10～12月）

①物価高騰等に直面する特別高圧電力や工業用ＬＰガスを利用する中小企業

者の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給

②中小企業者への支援金及び事務局経費

③積算根拠

（１）都内で特別高圧電力を受電する中小企業者：250万円/所×65所＝1億

6,250万円

（２）都内の特別高圧電力を受電する施設に入居する中小企業者：5万円/所

×6,200所＝3億1,000万円

（３）都内で工業用LPガスを使用する中小企業者：5万円/所×100所＝500

万円

（４）事務局経費　154,500千円（全体管理、システム制作・運用、コール

センター運営、申請受付・審査、その他管理費等）

④都内で特別高圧電力を受電する中小企業者/

都内の特別高圧電力を受電する施設に入居する中小企業者/都内で工業用LPガ

スを使用する中小企業者

⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対

策支援
R7.10 R8.4以降 632,000

計6,365所に対して、特別高圧電力や工業

用LPガスの価格高騰による負担の軽減を実

施。

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

ＬＰガス 産業労働局

家庭等に対するLPガス価格高騰緊急対策事業（7年10

～12月）

①物価高騰等に直面するＬＰガス利用者世帯等の負担軽減に向けた緊急対策

として販売事業者を通じて使用料金の値引き支援を実施

②支援金、事務経費

③支援金　  975,000千円（１世帯等あたり最大1,500円×65万世帯）

   事務経費　 187,425千円（ＬＰガス販売事業者への事務経費支援167,000

千円、申請受付・審査等経費20,425千円）

④交付対象者：ＬＰガスの販売事業者

   支援対象等：ＬＰガスを利用する家庭等の消費者

④消費下支え等を通じた生活者支援 R7.10 R8.4以降 1,162,425

LPガス料金の高騰に対して支援すること

で、都内でＬＰガスを利用する家庭等の消

費者の負担を軽減し、生活・経営の安定に

寄与する。

（都内でＬＰガスを利用する消費者への、

販売事業者を通じた使用料金の値引き支援

100％）

ＨＰ等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

ＬＰガス 環境局

児童養護施設等物価高騰緊急対策事業（８年１月～）

①物価高騰に直面する児童養護施設等の負担軽減に向けた緊急対策として、

国の臨時交付金を活用し、支援金を支給する。

②令和8年1月から令和8年6月までの食材料費等・光熱費高騰分

③約100施設、約5,000人　最大で約33,900円/人（半年分）

④児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 124,302

物価高騰に直面する都内の児童養護施設等

（約100施設）を支援することにより、事

業者の安定的な運営やサービスの質の確保

にも資する。（申請に対する給付率

100％）

事業者等に事業内容を周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

児童養護施設等 福祉局

保育所等物価高騰緊急対策事業（８年１月～）

①物価高騰に直面する保育所等の負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨

時交付金を活用し、支援金を支給する。

②令和8年1月から令和8年6月までの食材料費等・光熱費高騰分

③約5,400施設、約280,000人　最大で約7,300円/人（半年分）

④認可保育所、認定こども園、認証保育所、小規模保育事業、家庭的保育事

業、事業所内保育事業　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 2,009,425

62区市町村における取組を促進することに

より、物価高騰に直面する保育事業者の安

定的な運営や保育サービスの質の確保にも

資する。（申請に対する給付率100％）

区市町村担当者に事業内容を

周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

保育所・幼稚園・認定こども園等 福祉局

特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業（８年１

月～）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する特別養護老人ホーム等

の負担を軽減

②令和8年1月から令和8年6月までの光熱費高騰分、食材料費等高騰分

③特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等（約1,000施設、約50,000人）

を対象に、低所得者について、最大で約35,500円/人

負担金補助及交付金：1,667,756千円、事務委託料2,146千円

④特別養護老人ホーム、介護老人保健施設　等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 1,669,902

光熱費・食材料費等高騰分について特別養

護老人ホーム、介護老人保健施設等（約

1,000施設）に支援を行うことで、物価高

騰に直面する特別養護老人ホーム等の負担

軽減に寄与する。（申請に対する給付率

100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

介護サービス事業所・施設等 福祉局

介護サービス事業所物価高騰緊急対策事業（８年１月

～）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する介護サービス事業所の

負担を軽減

②令和8年1月から令和8年6月までの燃料費高騰分、光熱費高騰分、食材料費

等高騰分（通所系のみ）

③通所系（約2,200施設、約51,000人）は最大で9,600円/人、訪問系（約

8,200施設、約76,000人）は最大で5,900円/人

負担金補助及交付金：832,243千円、事務委託料21,453千円

④通所系介護サービス事業所、訪問系介護サービス事業所

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 853,696

燃料費・光熱費・食材料費等高騰分（通所

系のみ）について、通所系（約2,200施

設）、訪問系（約8,200施設）に支援を行

うことで、燃料費高騰に直面する通所系介

護サービス事業所、訪問系介護サービス事

業所の負担軽減に寄与する。（申請に対す

る給付率100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

介護サービス事業所・施設等 福祉局
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

障害者支援施設等物価高騰緊急対策事業（８年１月

～）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する障害者支援施設等の負

担を軽減

②令和8年1月から令和8年6月までの食材料費等・光熱費高騰分

③対象事業者（約1,200施設、約24,000人分）における食材料費等・光熱費

高騰分（最大で約34,000円/人）

負担金補助及交付金：705,326千円、事務委託料：4,179千円

④障害者支援施設、障害児入所施設、共同生活援助（グループホーム）

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 709,505

物価高騰に直面する都内の障害者支援施設

等（約1,200施設）を支援することによ

り、対象事業者の負担軽減に寄与する。

（申請に対する給付率100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

障害福祉サービス事業所・施設等 福祉局

障害福祉サービス事業所物価高騰緊急対策事業（８年

１月～）

①支援金を支給することにより、物価高騰に直面する障害福祉サービス事業

所等の負担を軽減

②令和8年1月から令和8年6月までの燃料費・光熱費高騰分・食材料費等高騰

分（通所系のみ）

③通所系（約3,700施設、約79,000人分）は最大で約9,600円/人、訪問系・

相談系（約2,500施設、約9,000人分）は最大で約5,900円/人

負担金補助及交付金712,380千円、事務委託料：4,221千円

④障害福祉サービス事業所等

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 716,601

物価高騰に直面する都内の障害福祉サービ

ス事業所等（約6,200施設）を支援するこ

とにより、対象事業者の負担軽減に寄与す

る。（申請に対する給付率100％）

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

障害福祉サービス事業所・施設等 福祉局

保護施設物価高騰緊急対策事業（８年１月～）

①物価高騰に直面する生活保護法に基づく保護施設の負担軽減に向けた緊急

対策として、支援金を支給

②令和8年1月から令和8年6月までの食材料費等・光熱費高騰分

③対象施設の総定員数1,691名

　単価：食材料費等・光熱費高騰分最大で約26,000円／人（半年分）

　負担金補助及交付金43,963千円

④保護施設20か所

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 43,963

20か所の施設への支援により、原油価格・

物価高騰等の影響を受ける事業者の支援に

寄与する。（申請に対する給付率100％）

対象施設に事業内容を周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

対象分野に関連しない 福祉局

医療機関等物価高騰緊急対策事業（８年１月～）

①直面する物価高騰に伴う影響を緩和し、安定的な医療提供体制を確保する

ため、医療機関等に対する支援策を実施

②食材料費等支援、光熱費（電気・ガス料金）支援

③食材料費等支援：1,360,167千円（最大で約14,100円／人）

　光熱費支援： 4,188,942千円（最大78,000円／施設、最大14,000円／

床）

　事務費（委託料）：31,418千円

④食材料費等支援：病床を有する医療機関等（病院、有床診療所、有床助産

所）

　光熱費支援：医療機関等（病院、診療所、歯科診療所、助産所、施術所、

歯科技工所）

（対象に地方公共団体が受益者となる事業所は含まない）

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 5,580,527

医療機関等（36,699施設、128,457床）へ

の支援により、物価高騰に伴う影響を緩和

し、医療機関等の負担軽減を図る。（申請

に対する給付率100％）

医療機関等に対し、HP等によ

り周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

医療（光熱費関係） 保健医療局

薬局物価高騰緊急対策事業（８年１月～）

①物価高騰に直面する薬局の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支

給する。

②令和8年1月から令和8年6月までの光熱費高騰分

③薬局（7,093施設）に対し、光熱費高騰分を78,000円/施設

光熱費（電気・ガス）の支援553,254千円、事務費（委託料）17,962千円

④保険薬局

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 571,216

薬局（7,093施設）への支援により、物価

高騰に伴う影響を緩和し、負担軽減を図

る。（申請に対する給付率100％）

薬局に対し、HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

医療（光熱費関係） 保健医療局

公衆浴場向け燃料費高騰緊急対策事業（８年１月～）

①昨今の世界情勢に伴う原油価格高騰により、営業経費の１割以上を燃料費

が占める公衆浴場は経営に大きな影響を受けている。公衆浴場は法令により

価格統制を受けており、燃料費高騰等経費の値上がりを価格に転嫁すること

が困難であるため、緊急対策として、各公衆浴場に燃料費高騰影響分にかか

る支援金の給付を実施する。

②公衆浴場の燃料費

③ 都内公衆浴場：390軒、１浴場あたり288千円

　　事務費2,944千円

　　（人材派遣経費2,460千円、連絡通信費等484千円）

④都内の普通公衆浴場の所有者又は経営者

⑦医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴

場等に対する物価高騰対策支援
R8.1 R8.4以降 115,264

物価高騰等の影響を受ける都内公衆浴場

（390軒）に対し、燃料費高騰影響分にか

かる支援金を給付することで、営業を支援

する。

HP等により周知予定

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

生活衛生関係営業者 生活文化局
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画（令和７年度）

交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

運輸事業者向け燃料費高騰緊急対策事業（８年１月

～）

①中小運送事業者、乗合バス事業者、貸切バス事業者及び中小タクシー事業

者に対する燃料費高騰分への支援により、燃料費高騰の影響を受ける事業の

維持・継続を図る

②貨物自動車及び軽貨物自動車：1,251百万円、乗合バス：157百万円、貸切

バス：196百万円、タクシー：472百万円、委託経費：70百万円

③貨物自動車：53,000台×23,000円、軽貨物自動車：4,000台×8,000円、

乗合バス：4,500台×35,000円、貸切バス：5,600台×35,000円、タク

シー：39,300台×12,000円

④都内に営業所を有する事業者の営業用自動車で、都内のナンバーであるも

のが対象

⑩地域公共交通・物流や地域観光業等に対す

る支援
R8.1 R8.4以降 2,146,100

・トラック　約５万台

・軽トラック　約４千台

・乗合バス　約５千台

・貸切バス　約６千台

・タクシー　約３万９千台

・地域経済を支える重要な社会インフラで

ある物流、都民の日常生活と関わりの深い

路線バス、貸切バスやタクシーに対し燃料

費高騰分を支援することにより、都民生活

の維持に寄与する。

HP、業界団体の広報誌等によ

り周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

運輸交通・物流・観光事業者 都市整備局

中小企業特別高圧電力・工業用ＬＰガス価格高騰緊急

対策事業（８年１月～）

①物価高騰等に直面する特別高圧電力や工業用ＬＰガスを利用する中小企業

者の負担軽減に向けた緊急対策として、支援金を支給

②中小企業者への支援金及び事務局経費

③積算根拠

（１）都内で特別高圧電力を受電する中小企業者：500万円/所×65所＝3億

2500万円

（２）都内の特別高圧電力を受電する施設に入居する中小企業者：10万円/所

×6,200所＝6億2,000万円

（３）都内で工業用LPガスを使用する中小企業者：10万円/所×100所＝

1000万円

（４）事務局経費　155,023千円（全体管理、システム制作・運用、コール

センター運営、申請受付・審査、その他管理費等）

④都内で特別高圧電力を受電する中小企業者/

都内の特別高圧電力を受電する施設に入居する中小企業者/都内で工業用LPガ

スを使用する中小企業者

⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対

策支援
R8.1 R8.4以降 1,110,023

計6,365所に対して、特別高圧電力や工業

用LPガスの価格高騰による負担の軽減を実

施。

HP等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

ＬＰガス 産業労働局

家庭等に対するLPガス価格高騰緊急対策事業（８年１

月～）

①物価高騰等に直面するＬＰガス利用者世帯等の負担軽減に向けた緊急対策

として販売事業者を通じて使用料金の値引き支援を実施

②支援金、事務経費

③支援金　  1,950,000千円（１世帯等あたり最大3,000円×65万世帯）

   事務経費　 212,184千円（ＬＰガス販売事業者への事務経費支援168,600

千円、申請受付・審査等経費43,584千円）

④交付対象者：ＬＰガスの販売事業者

   支援対象等：ＬＰガスを利用する家庭等の消費者

④消費下支え等を通じた生活者支援 R8.1 R8.4以降 2,162,184

LPガス料金の高騰に対して支援すること

で、都内でＬＰガスを利用する家庭等の消

費者の負担を軽減し、生活・経営の安定に

寄与する。

（都内でＬＰガスを利用する消費者への、

販売事業者を通じた使用料金の値引き支援

100％）

ＨＰ等により周知

臨時交付金の活用状況につい

ては、東京都財務局ＨＰにお

いて周知予定

ＬＰガス 環境局

東京アプリ生活応援事業（物価高騰緊急対策）

①目的・効果

昨今の物価高騰など社会情勢の変化を踏まえて都民の生活をより一層応援す

るために、東京アプリを活用し、マイナンバーカードによる本人確認を行っ

た方に迅速かつ効率的に東京ポイントを届ける。

②交付金を充当する経費内容

民間決済事業者へのポイント交換や都立施設等への入場チケット等への交換

が可能な東京ポイントに係る原資

③積算根拠（対象数、単価等）

行政手続を単独で行える15歳以上の都民を対象としており、都内15歳以上の

人口を基に、予算上の規模を約1,125万人としている。単価は昨今の物価高

騰や国の動向を踏まえ、他自治体の対策も参考にしながら、11,000ポイント

（11,000円）としている。

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

15歳以上の都民で、マイナンバーカードによる本人確認を行った東京アプリ

の利用者

④消費下支え等を通じた生活者支援 R8.2 R8.4以降 45,000,000

都民の生活をより一層応援するために、東

京アプリを活用し、迅速かつ効率的に東京

ポイントを配布する（申請に対する給付率

100％）。

HP等により周知  交付金の活用状況については、東京都財務局ＨＰにおいて周知予定地域ポイント
デジタルサー

ビス局

赤ちゃんファースト＋（プラス）

（物価高騰緊急対策）

①子育て世帯への物価高騰対策として、国の臨時交付金を活用しベビー用品

等が交換できるギフトカードを支給する。

②令和8年1月から令和9年3月の間に出生した児童がいる家庭に対してベビー

用品等が交換できるギフトカード（３万円相当）を支給

③106,750人（R7：21,750人、R8：85,000人）

④令和8年1月から令和9年3月の間に出生した児童がいる家庭

③物価高騰に伴う子育て世帯支援 R8.1 R8.4以降 2,433,420

物価高騰に直面する子育て世帯を支援する

ことにより、出産後の家庭の負担軽減に寄

与する。（申請に対する給付率100％）

HP等により対象者に事業内容を周知  臨時交付金の活用状況については、東京都財務局ＨＰにおいて周知予定対象分野に関連しない 福祉局
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交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

推奨事業メニュー
事業

始期

事業

終期
総事業費（千円） 成果目標（可能な限り定量的指標を設定）

実施状況の公表等について

（HP,広報紙など）

備考1

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各

省庁の通知の発出状況に定義されている

対象分野)

所管局

新たな事業環境に即応した経営展開サポート事業

 （物価高騰緊急対策）

①物価高騰等に直面する中小企業者の負担軽減及び賃上げ促進に向けた緊急

対策として、助成金を支給

②中小企業者への助成金

③積算根拠

支援金　  800,000千円（１件あたり最大8,000千円×100件）

④事業の対象　都内の中小企業者

⑥中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備 R7.12 R8.4以降 800,000

中小企業者100件の支援により、価格高騰

による負担の軽減及び賃上げの促進を実

施。

HP等により周知  臨時交付金の活用状況については、東京都財務局ＨＰにおいて周知予定中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備 産業労働局

躍進的な事業推進のための設備投資支援事業

 （物価高騰緊急対策）

①中小企業が生産性を高め収益を確保し、持続的な賃金の引上げに繋げる取

組を後押しするため、生産性の向上に必要となる機械設備等の導入経費の一

部を助成する

②機械設備等の導入経費の一部

③総額450,000千円（100件）

④都内中小企業者等

⑥中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備 R7.12 R8.4以降 4,566,450

中小企業者100件の支援により、価格高騰

による負担の軽減及び賃上げの促進を実

施。

HP等により周知  臨時交付金の活用状況については、東京都財務局ＨＰにおいて周知予定中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備 産業労働局

制度融資信用保証料補助（エネルギー・ウクライナ情

勢・円安等対応緊急融資）

①信用保証料を補助することにより、制度融資を利用する事業者の負担軽減

を図る。

・エネルギー・ウクライナ情勢・円安等対応緊急融資：ウクライナ情勢、円

安、エネルギー関連等の単一又は複合的な要因を発端として事業活動に影響

が生じる中小企業者等を支援

②融資を受ける事業者が負担する信用保証料

③【8,000万円以下】4/5を補助、【8,000万円超】2/3を補助（※）

※小規模企業者に対しては信用保証料の3/4を補助

④東京信用保証協会

⑨中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援R7.4 R8.4以降 20,349,000

・融資目標額6,000億円

・都制度融資のうち当該緊急融資を利用し

た事業者に対して信用保証料を補助するこ

とにより、事業活動に影響が生じている事

業者を支援する。

HP等により周知  臨時交付金の活用状況については、東京都財務局ＨＰにおいて周知予定対象分野に関連しない 産業労働局
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